
    

　
私
た
ち
を
取
り
巻
く
環
境
問
題
は
、

地
球
温
暖
化
、
砂
漠
化
、
大
気
や
水
、

土
壌
汚
染
な
ど
さ
ま
ざ
ま
で
す
。
な
か

で
も
、
昨
今
と
り
わ
け
注
目
さ
れ
て
い

る
の
が
、
地
球
温
暖
化
の
問
題
で
す
。 

　
昨
年
二
月
に
は
、
国
際
的
な
枠
組
み

で
地
球
温
暖
化
を
防
止
す
る
た
め
、
京

都
議
定
書
が
発
効
、
世
界
一
六
三
カ
国

が
こ
れ
を
締
結
し
て
い
ま
す
（
二
〇
〇

六
年
四
月
十
八
日
現
在
、
環
境
省
発
表

資
料
よ
り
）
。
同
議
定
書
で
は
、
先
進

国
に
対
し
て
、
二
○
○
八
年
か
ら
二
○

一
二
年
の
間
に
温
室
効
果
ガ
ス
を
一
九

九
○
年
比
で
一
定
数
値
削
減
す
る
こ
と

が
義
務
づ
け
ら
れ
ま
し
た
。
日
本
で
は
、

二
○
○
八
年
か
ら
二
○
一
○
年
ま
で
に

C
O
2
六
％
削
減
を
目
指
す
必
要
が
あ

り
ま
す
。 

　
各
企
業
で
は
、
環
境
技
術
や
環
境
配

慮
型
の
製
品
や
サ
ー
ビ
ス
の
開
発
な
ど
、

こ
れ
ま
で
も
地
球
温
暖
化
防
止
に
貢
献

し
て
き
ま
し
た
。
し
か
し
、
議
定
書
の

目
標
値
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
こ
れ

ま
で
以
上
に
取
り
組
み
を
強
化
す
る
こ

と
が
不
可
欠
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

　太陽の光は、地球を覆う大気を通り、地表面に吸収されます。

加熱された地表面からは、赤外線として熱が放射されます。

この熱の一部は、大気中の二酸化炭素やメタンなどによって

吸収され、再び地表面に放射されます。そのため、太陽の光

と相まって地表が温められ、地表面付近の地球全体での平

均気温は約15℃に保たれています。これを温室効果といいま

す。そして、この効果をもたらす大気中の二酸化炭素やメタ

ンなどのことを「温室効果ガス」と呼びます。もし、温室効果

ガスがなければ、地表面からの熱すべてが宇宙へ放射されて

しまい、地表面付近の地球全体での平均気温は約－18℃

になってしまうといわれています。 

　人間の多様な活動などによって二酸化炭素などの温室

効果ガスが大量に放出されると、大気中の温室効果ガス濃

度が濃くなります。その結果、大気で吸収され地表面へ再放

射される熱が増え、温室効果が過剰になってしまいます。これ

が地球温暖化です。国連機関IPCC※の2001年の報告によ

ると、今後何の対応もしなければ、2100年までに最大で5.8℃

気温が上昇すると予測されています。 

地球温暖化の仕組み 

京
都
議
定
書
発
効
後
、 

ま
す
ま
す
高
ま
る 

環
境
意
識 

特 集 

温暖化や砂漠化、大気汚染など、 
地球規模での環境問題が深刻化する中で、 

企業には環境保全・創造に 
より積極的に取り組むことが求められています。 

 

 

　
企
業
が
環
境
へ
の
取
り
組
み
を
行
う

こ
と
は
、
短
期
的
に
は
コ
ス
ト
負
担
増

と
い
う
側
面
も
あ
り
ま
す
。
し
か
し
、

今
や
、
廃
棄
物
の
削
減
や
製
品
の
リ
サ

イ
ク
ル
、
C
O
2
排
出
削
減
な
ど
の
環

境
対
策
を
怠
る
こ
と
が
で
き
な
い
時
代

に
な
っ
て
い
ま
す
。 

　
一
方
で
、
環
境
対
策
が
ビ
ジ
ネ
ス

チ
ャ
ン
ス
に
つ
な
が
る
場
合
も
あ
り

ま
す
。
例
え
ば
、
省
エ
ネ
化
し
た
工

場
や
ビ
ル
で
は
、
ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス

ト
が
低
減
で
き
、
製
品
の
価
格
面
や

ビ
ル
の
賃
貸
料
な
ど
に
お
け
る
競
争

力
の
強
化
に
な
り
ま
す
。 

　
ま
た
、
最
近
で
は
C
S
R
（
企
業
の

社
会
的
責
任
）
が
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
さ

れ
て
お
り
、
環
境
へ
の
取
り
組
み
を

C
S
R
の
一
環
と
し
て
位
置
づ
け
て
、

そ
れ
を
自
社
の
新
た
な
強
み
に
し
よ
う

と
す
る
動
き
が
急
速
に
進
ん
で
い
ま
す
。

社
会
的
に
も
、
こ
う
し
た
企
業
の
自
主

的
な
活
動
が
評
価
軸
の
一
つ
と
し
て
捉

え
始
め
ら
れ
て
お
り
、
今
や
環
境
対
策

は
企
業
価
値
を
左
右
す
る
重
要
な
要
素

に
な
っ
て
い
ま
す
。 

 

企
業
へ
の
規
制
が
さ
ら
に
強
化 

　
今
年
四
月
に
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
法
が

改
正
さ
れ
ま
し
た
。
工
場
や
事
業
所
に

関
し
て
は
、
電
気
と
熱
の
使
用
量
の
一

体
管
理
化
な
ど
が
行
わ
れ
、
ま
た
、
新

た
に
三
千
の
工
場
や
事
務
所
が
、
省
エ

ネ
計
画
の
作
成
や
定
期
報
告
を
義
務
づ

け
ら
れ
ま
し
た
。
こ
れ
に
合
わ
せ
て
、

温
室
効
果
ガ
ス
の
算
定
・
報
告
・
公
表

制
度
も
同
時
に
ス
タ
ー
ト
。
対
象
と
な

る
事
業
者
は
、
毎
年
度
の
C
O
2
排
出

量
を
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
り

ま
し
た
。 

建
物
の
環
境
対
策
を
見
直
す 

　
事
業
活
動
や
生
産
活
動
の
場
と
な
る

施
設
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
も
多
く

の
環
境
対
策
が
行
わ
れ
て
き
ま
し
た
。

し
か
し
、
社
会
ニ
ー
ズ
に
応
え
、
企
業

価
値
の
安
定
と
向
上
を
図
る
た
め
に
は
、

省
エ
ネ
、
省
資
源
化
を
は
じ
め
、
生
態

系
や
自
然
環
境
の
保
全
、
汚
染
土
壌
の

浄
化
な
ど
、
環
境
対
策
を
再
度
見
直
し
、

建
設
と
運
用
の
両
面
か
ら
環
境
負
荷
を

低
減
す
る
施
設
づ
く
り
が
求
め
ら
れ
て

い
ま
す
。 

環
境
へ
の
取
り
組
み
が
企
業
価
値
を 

左
右
す
る 

環境対策の 
“引き出し”を増やそう 

　まだあまり聞き慣れないCASBEEということば。これは、「建築

物総合環境性能評価システム（Comprehensive Assessment 

System for Building Environmental Efficiency）」の頭文字

をとったもの。建築物の環境負荷や環境性能を数値によって

総合的に評価する、日本で開発されたシステムです。 

　評価はS（素晴らしい）・A（大変良い）・B＋（良い）・B－（や

や劣る）・C（劣る）の五段階で、チャートや棒グラフなどで示さ

れます。評価には環境性能効率（BEE）という、建築物の環境

品質・性能（Q）を分子、建築物の環境負荷（L）を分母として

算出された数値が用いられます。（図参照） 

　戸建て以外の全種類の建物を評価でき、新築だけではなく、

改修、既存建物や、ヒートアイランド緩和策の評価ツールもあり

ます。現在は、街区や地域を評価できるツールも開発中です。 

　設計者の環境配慮設計のための自己評価ツールとして、ま

た建築行政での活用や建築物の資産評価などに利用可能な

環境ラベリング※ツールとして普及が見込まれています。 

CASBEEってなに？ 

※環境ラベリング　建物個々の環境性能を同一の基準で評価し、一般に公表する仕組みのこと。 

地表の温度が上昇すると、

気候変動による洪水、干ばつ、

氷河の融解による海面上昇

と土地の水没などが起こり、

私たちの生活に重大な影響

を及ぼす可能性があります。 

温室効果が過剰な状態 

温室効果ガスの 
濃度が 

高くなると… 

適度な温度 

大気 

二酸化炭素やメタンなど 
熱の一部が大気に 
吸収され、地表面 
へ再放射 

地表面からの熱放射 

地 球 

太
陽
光 

もともとの地球 

温室効果ガス 
適量 

大気 

二酸化炭素やメタンなど 
地表面へ再放射 
される熱が増加 

地表面からの熱放射 

地 球 

太
陽
光 

温暖化する地球 

温室効果ガス 
多い 

キャスビー 

特 集 

環境対策の“引き出し”を増やそう 

※気候変動に関する政府間パネル 

CASBEEの基本理念の図 

 

評価結果のグラフ 

CASBEEによる 
オフィスビルの 
環境影響評価の例 

負担が少ない 負担が多い 

高い 

低い 

（公共財産としての環境への負担） 
建築物の環境負荷 

建
築
物
の
環
境
品
質
・
性
能
の
良
さ 

（
私
有
財
産
と
し
て
の
環
境
） 
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エ
コ
ロ
ジ
ー
・
ミ
ッ
シ
ョ
ン
で
C
O
2
を
6
％
削
減
 

「エコロジー・ミッション」のポ
スター。全国の事業所や作
業所に配布し、全社挙げて
CO2削減に取り組んでいます。 

■排出権事業とは？ 

海外での排出権プロジェクトの事業化を推進中 
 
　海外での温室効果ガスの排出量確保と活用は、「エコロ

ジー・ミッション」の目標達成に大きく貢献する取り組みです。

シミズは、排出量削減の余地が多い海外でのCDM（クリー

ン開発メカニズム）やJI（共同実施）などの排出権事業を強

力に推進しています。 

　シミズでは、1999年度からCDMやJIの事業化を開始。

現在は、アルメニア共和国、ウクライナ国、ウズベキスタン共

和国、グルジア国、中国で、13件のプロジェクトの事業化を

進めています。そのなかで、アルメニア共和国の「エレバン

市ヌバラシェン埋立処分場メタンガス回収・発電プロジェクト」

が、昨年2月に京都議定書発効後初のCDMプロジェクトと

して、日本、アルメニア両政府の承認を取得。その後、国連

CDM理事会の承認も取得し、昨年11月に国連登録が完了

しました。 

　このプロジェクトは、シミズ独自の技術を導入し、埋立処

分場の有機性廃棄物から発生しているメタンガスを回収し、

発電に有効利用することで、温室効果ガスの排出量削減を

図るもの。プロジェクト期間内（16年間）で、216万トンの

温室効果ガス削減が見込まれ、日本の目標を達成する上でも、

大きな効果を期待されているプロジェクトです。 

 

　日本のように、各分野で既に相当程度の省エネ対策な

どが進んだ国では、排出削減の余地が少なくなっています。

そこで、京都議定書では、各国の目標達成に向けた補完

的手段として「京都メカニズム」を設けています。そのな

かで核となるのが、CDM、JI、排出量取引、の3つの排出

権事業です（図参照）。 

　例えば、CDMでは、途上国などへ資金や技術を導入す

ることで、その国の温室効果ガス排出量を削減し、その削

減分を自国の削減分として割り当てることができます。

また、排出量取引では、自国の目標値以上の削減量があ

る場合に、その余剰分を他国へ売買できます。これら取り

組みは、国連の承認を得て行います。 

アルメニア共和国の 
ヌバラシェン埋立処分場 

経済産業省「産業構造審議会」資料より 

京都メカニズムの概要 

建
て
る
時
も
エ
コ 

建
て
た
後
も
エ
コ 

　
地
球
温
暖
化
防
止
へ
の
社
会
的
要
請

が
強
ま
る
中
、
シ
ミ
ズ
で
は
「
エ
コ
ロ

ジ
ー
・
ミ
ッ
シ
ョ
ン
」
と
い
う
新
た
な

環
境
へ
の
取
り
組
み
を
開
始
し
ま
し
た
。 

　
シ
ミ
ズ
は
従
来
か
ら
、
建
造
物
の
施

工
段
階
で
排
出
す
る
C
O
2
の
削
減
、

建
物
の
使
用
時
に
お
け
る
省
エ
ネ
ル
ギ

ー
化
を
推
進
し
て
き
ま
し
た
。
こ
れ
ら

の
取
り
組
み
を
基
に
、
「
エ
コ
ロ
ジ
ー
・

ミ
ッ
シ
ョ
ン
」
で
は
、
建
物
の
ラ
イ
フ

サ
イ
ク
ル
に
お
い
て
建
設
業
が
貢
献
で

き
る
こ
と
を
総
合
的
に
捉
え
直
し
、
建

て
る
時
も
、
建
て
た
後
も
エ
コ
を
目
指

し
、
活
動
し
て
い
ま
す
。 

　
具
体
的
に
は
、
C
O
2
削
減
対
象
を
、

こ
れ
か
ら
新
た
に
建
設
す
る
建
物
が

運
用
中
に
排
出
す
る
C
O
2
、
過
去

に
施
工
し
た
建
物
が
排
出
す
る

C
O
2
に
ま
で
拡
大
。
シ
ミ
ズ
が
関

わ
る
す
べ
て
の
建
物
で
排
出
す
る

C
O
2
の
総
量
を
二
○
一
○
年
時
点
で
、

一
九
九
○
年
度
比
六
％
削
減
を
目
標

に
設
定
し
ま
し
た
。 

５
つ
の
取
り
組
み
で
、 

目
標
達
成
へ 

　
シ
ミ
ズ
が
施
工
し
た
建
物
は
年
々
増

え
、
そ
れ
に
伴
い
、
そ
れ
ら
の
建
物
が

排
出
す
る
C
O
2
も
増
加
し
て
い
き
ま

す
。
六
％
削
減
す
る
に
は
、
省
エ
ネ
ル

ギ
ー
法
の
基
準
値
や
建
築
学
会
の
原
単

位
を
基
に
算
出
す
る
と
、
二
〇
〇
六
年

か
ら
二
〇
一
〇
年
ま
で
の
五
年
間
で
、

合
計
四
五
七
万
ト
ン
も
の
C
O
2
を
削

減
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。 

　
目
標
達
成
に
向
け
て
は
、

新
規
建

設
ビ
ル
の
省
エ
ネ
・
省
資
源
ビ
ル
化
、

建
物
建
設
時
の
グ
リ
ー
ン
施
工
、

既
存
建
物
の
改
修
に
よ
る
省
エ
ネ
ビ

ル
化
、

風
力
、
太
陽
光
・
熱
な
ど
の

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活
用
、

海
外
で
の

C
O
2
排
出
量
の
確
保
と
活
用
（
７
頁

参
照
）
、
の
五
つ
の
取
り
組
み
を
具
体

的
施
策
と
定
め
、
全
社
を
挙
げ
て

C
O
2
削
減
に
取
り 

組
ん
で
い
ま
す
。 

上の図は、日本国内でこれまで当社が建設、もしくは今後建設し
て、2010年までに使用される建物全体の延べ床面積の伸びと、
それを標準的な建物に置き換えた場合と、当社の活動を推進し
た場合のCO2排出量（当社試算）の予測を示しています。 

特 集 

環境対策の“引き出し”を増やそう 

先進国 
A

先進国B
資金 
技術 

削減量 

先進国 
A

先進国B

排出 
割当量 

代金 

共同実施（JI） 排出量取引 

先進国同士が共同で事業を実施し、そ
の削減分を投資国が自国の目標達成に
利用できる制度 

先進国 
A

途上国B
資金 
技術 

削減量 

クリーン開発メカニズム（CDM） 

先進国と途上国が共同で事業を実施し、
その削減分を投資国（先進国）が自国
の目標達成に利用できる制度 

各国の削減目標達成のため、先進国
同士が排出量を売買する制度 

共同の削減 
プロジェクト 

削減量 

目
標
以
上 

の
削
減
量 

共同の削減 
プロジェクト 

削減量 

100％ 

シミズが建設し、使用中の 
建物床面積累計 

シミズの活動と建設した 
建物が出すCO2

シミズの取り組みによる 
CO2削減 

標準的な建物に 
置き換えた場合のCO2

▲6％ 

1990年 2010年 

●省エネ・省資源ビル 
最新技術による光熱費のかからない省エネ
ビルが、建物運用時のCO2排出量を減らし
ます。 
 

●グリーン施工 
建設時の仮設材や廃棄物を削減し、建物
建設時のCO2を減らします。 
 

●既存建物の改修 
古くなった建物を省エネビルに改修し、CO2
排出量を減らします。 
 

●新エネルギー 
風力・太陽・バイオマスなど、化石燃料を
使わないクリーンなエネルギーを創出します。 
 

●排出量の確保 
海外でのCDM、JIプロジェクトによる排出量
を確保します。（7頁参照） 
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